
日本都市計画学会 

 

第３９回 まちづくり拝見研修会 

 

 

１．拝見都市   岩手県内の東日本大震災被災都市 

（宮古市・大槌町・釜石市・大船渡市・陸前高田市） 

 

２．日  時   平成２７年７月１６日（木）11：００～１８：００ 

１７日（金）８：３０～１８：００頃 

※7/17(金)の解散時間・場所についての詳細は裏面をご参照下さい。 

 

３．日  程   別紙参照 

 

４．集合場所   マリオス１８階 181会議室 

（盛岡市盛岡駅西通2-9-1/JR盛岡駅より徒歩3分/ http://www.malios.co.jp/） 

 

５．定  員   1０名程度（先着順） 

 

６．参 加 費   研修会 13,０00円、意見交換会 3,000円 

※研修会参加費は振込でお願いします。意見交換会参加費は当日受付にて頂きます。 

なお、参加費に旅費は含みません。 

 

７．申込方法   参加申込書に必要事項をご記入のうえ、日本都市計画学会事業委員会 

（haikenkai39＠cpij.or.jp）までご連絡お申し込み下さい。 

 

８．申込締切   平成２７年６月19日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

※本研修会は公益財団法人 都市計画協会との共催イベントです。 

■7/16(木)のホテルについて 

参加受付メールが届きましたら、各自でご予約下さい。なお、宮古市内のホテル確保が難しくなる

ことが想定されますので、「宮古セントラルホテル熊安」を参加定員分を都市計画協会にて押さえて頂

いております 

宿泊を希望される方は直接「宮古セントラルホテル熊安」に電話（TEL：0193-64-2121）して

いただき、「まちづくり拝見研修会の予約」と添えて予約をお願い致します。 

JR 宮古駅より徒歩 8 分、シングル 1 部屋 5,800 円（朝食付は 800 円追加）です。 



第３9 回まちづくり拝見研修会日程         別紙 

 

■７月１６日（木） 

受 付（１０：３０～ マリオス１８階 １８１会議室にて） 

研修会（１１：００～） 

 １．開会 

（１）歓迎挨拶（岩手県県土整備部都市計画課 総括課長 千葉 一之） 

（２）来賓挨拶（国土交通省都市局） 

 ２．講演 

（１）日本都市計画学会 

（２）岩手県より全体の概要説明等 

 ３．現地調査（１３：００～） 

（１）宮古市田老地区/鍬ケ崎光岸地地区 

東日本大震災により甚大な被害に見舞われた両地区は、被災者の早期の生活再建や本市の主要産業

である漁業・水産加工業等の再生に向けて、土地区画整理事業により、道路、公園等の整備や産業

用地等の土地利用の集約化を行い、健全な市街地を一体的に整備している。 

また、田老地区では、防災集団移転促進事業を併せて実施し、被災した住宅の高台団地への集団移

転を進めている。 

４．意見交換会（１８：３０～２０：３０を予定） 

会場：宮古市内を予定。会場については決まり次第、参加予定の皆様へメールにてご連絡致します。 

 
■７月１７日（金） 

５．現地調査（８：１５～JR 宮古駅周辺の指定場所に各自集合・受付、８：３０宮古駅出発） 

 

※陸前高田市を視察後、18:00 頃に花巻空港、18:20 頃に新花巻駅、19:00 過ぎに盛岡駅に立ち寄る

予定です。時間通りに終了するように努めますが、交通状況により遅くなることが想定されます。あ

らかじめご了承下さいますようお願い致します。 

（２）大槌町の町方地域（御社地周辺整備） 

御社地周辺は歴史的な地域であり、町の中心地として土地区画整理事業により再興する事にして

いる。防潮堤 TP14.5m と城山に囲まれ大槌川と小鎚川に挟まれた市街地の形成を進め、公共公

益的な施設や商業施設の誘導を図り、盛土等により安全・安心に配慮したまちづくりを目指して

いる。 

（３）釜石市鵜住居地区/東部地区 

鵜住居地区は住宅エリアを再編する区画整理事業と学校施設を核とし公共施設を配置する津波復

興拠点整備事業を実施しており、2019 年ラグビーW 杯会場も同地区で整備されている。 

また、市の経済的な拠点である東部地区は約５７％が被災したが、RC 造等の建物が多く残ったた

め、商業の復旧も早く多くの事業所が再開している。このため、津波復興拠点整備事業等を活用

し、経済活動を継続しながら局所的な事業を中心に実施している。 

（昼食）※釜石市内を予定 

（４）大船渡市大船渡駅周辺地区 

大船渡市の中心地区として、産業の復興を目指すとともに、より安全な住宅地となるよう整備し

ている。具体的には、JR 大船渡線より西側（山側）を住宅地とし、東側（海側）を非居住区域と

して商業業務施設等の集積を誘導していく。そのため、土地区画整理事業と津波復興拠点整備事

業を組み合せて事業を行っている。 

（５）陸前高田市高田・今泉地区（復興まちづくり情報館、高台造成地） 

壊滅的な被害を受けた市街地を復興するため、高台部とかさ上げ部の約３０３ha について被災市

街地復興土地区画整理事業を実施しており、今泉地区の高台造成地から全長３㎞の巨大ベルトコ

ンベヤーにより高田地区のかさ上げ用土砂を運搬している。 


